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研究要旨 

 本稿は、これまで学術的に注目されてこなかった離別女性の世代間関係

を、母親との居住距離および相互支援に着目して分析を行った。2013 年・

2018 年に実施された第 5 回・第 6 回全国家庭動向調査のデータを用いて、

離別女性と母親、有配偶女性と自分の母親、そして有配偶女性と配偶者の母

親との支援関係について母親との距離をコントロールした上で記述的な分

析を行った。 

 分析の結果、以下のような知見を得た。(1)離別女性は、有配偶女性よりも

母親との同居率が高い、(2) 母親との近居率については有配偶女性との違い

はみられないが、同居を含めると約 7 割の離別女性が母親と 30 分以内の距

離に居住している、(3) 同居の場合、会話頻度に配偶状況による差はみられ

ないが、近居・遠居では、配偶状況よりも夫婦系列により異なる傾向がみら

れる、(4) 母親からの家事・育児支援では、同居の場合に離別女性が支援を

受ける傾向が最も強く、配偶者の母の場合に最も低い。近居・遠居の場合は、

有配偶女性と離別女性で、自分の母親からの支援に差はみられず、配偶者の

母からの支援が最も低い、(5)心理的支援では、距離による差よりも夫婦系列

による差が大きい、(6) 経済的支援では、有配偶女性が自分の母から受ける

傾向が最も強く、近居・遠居では離別女性が受ける傾向が最も低い、(7) 母

への家事支援では、自分の母の場合、有配偶女性と離別女性に違いはみられ

ず、配偶者の母に対する支援が最も低い、(8)経済的支援では、同居の場合配

偶関係による差はみられない。近居・遠居で夫婦系列にかかわらず有配偶女

性の方が離別女性よりも支援を行う割合が高く、離別者で最も低い。 

全国データを用いて配偶状況別に世代間関係を比較した研究は、日本では

ほぼ前例が無い。近年の長寿化、未婚化、そして離婚の増大傾向を鑑みると、

有配偶者だけではなく、離別者・未婚者の世代間関係は重要なテーマであり、

本研究はこの分野において基礎的な情報を提供するものである。 

 

Ａ．研究目的 

 近年の長寿化、未婚化、そして離婚の増

大という背景のもと、有配偶以外の成人子

と親との関係は重要性を増しているテーマ

であるが、これまでほとんど研究されてこ

なかった。本稿では、成人子の立場にある

離別女性に焦点を当て、母親との交流頻度、

母親からの支援、及び母親への支援を、居

住距離、家事的、突発的、心理的、経済的

支援に着目して有配偶女性と比較検討する。 
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Ｂ．研究方法 

分析には、国立社会保障・人口問題研究

所が 2013 年、2018 年に実施した第 5 回、

第 6 回全国家庭動向調査のデータを用いる。

全国家庭動向調査は、主として有配偶女性

を想定して設計されているが、婚姻状況の

多様化に伴い、第 4 回から離死別女性につ

いても集計可能となるよう設問が修正され

た。しかし、第 4 回では離別と死別の区分

はできず、両者を区分できるようになった

のは、第５回調査からである。 

離別女性のサンプル数が少ないため、本

分析では、第５回、第６回のデータをプー

ルして用い、離別女性と有配偶女性の比較

を行う。成人子と親との関係は相互の居住

距離と関連があるため、両者の居住距離（同

居、近居、遠居）をコントロールした上で、

会話頻度、母親から成人子である娘への支

援状況、そして娘から母親への支援状況を

集計する。近居は、親との距離が 30 分未

満とした。 

 

Ｃ．研究成果 

 分析の結果、以下のような知見を得た。

(1)離別女性は、有配偶女性よりも母親との

同居率が高い、(2) 母親との近居率につい

ては有配偶女性との違いはみられないが、

同居を含めると約 7 割の離別女性が母親と

30 分以内の距離に居住している、(3) 同居

の場合、会話頻度に配偶状況による差はみ

られないが、近居・遠居では、配偶状況よ

りも夫婦系列により異なる傾向がみられる、

(4) 母親からの家事・育児支援では、同居

の場合に離別女性が支援を受ける傾向が最

も強く、配偶者の母の場合に最も低い。近

居・遠居の場合は、有配偶女性と離別女性

で、自分の母親からの支援に差はみられず、

配偶者の母からの支援が最も低い、(5)心理

的支援では、距離による差よりも夫婦系列

による差が大きい、(6) 経済的支援では、

有配偶女性が自分の母から受ける傾向が最

も強く、近居・遠居では離別女性が受ける

傾向が最も低い、(7) 母への家事支援では、

自分の母の場合、有配偶女性と離別女性に

違いはみられず、配偶者の母に対する支援

が最も低い、(8)経済的支援では、同居の場

合、配偶関係による差はみられない。近居・

遠居で夫婦系列にかかわらず有配偶女性の

方が離別女性よりも支援を行う割合が高く、

離別者で最も低い。 

 

Ｄ．結果の考察 

(1)離別女性は、有配偶女性よりも母親と

の同居率が高い、(2)近居率に違いはみられ

ない、という点については、欧米における

先行研究の結果と整合的である。離別成人

子の親との会話頻度や相互の支援関係につ

いては、欧米の先行研究でも結果は一貫し

ていない。本稿の分析では、母親との居住

距離、支援の種類（家事、心理的、突発的、

経済的）、そして有配偶女性の場合には、夫

婦系列によって、相互の支援状況は複雑に

異なるパターンを示していることが判明し

た。日本の場合、欧米の先行研究とは異な

り、有配偶女性と配偶者の母親との支援関

係も比較対象に含まれるため、欧米の研究

とはまた異なった知見を得ることが可能と

なる。 

離別女性と親との関係は、もっぱら親か

らの支援に着目されてきた。しかし、長寿

化と配偶状況の多様化に伴い、今後は有配

偶ではない成人子が増加し、親への支援を

行う可能性が高い。本稿は、その中でも離

別女性に着目して分析を行った。 

 

Ｅ．結論 

本稿の分析では、母親との居住距離、支

援の種類（家事、心理的、突発的、経済的）、

そして有配偶女性の場合には、夫婦系列に
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よって、相互の支援状況は複雑に異なるパ

ターンを示していることが判明した。本研

究の結果を土台として、成人子や親の支援

を規定する要因をコントロールした上でも、

成人子の配偶状況によって、母親との交流

頻度、母親からの支援、そして母親への支

援に違いがみられるのか、分析を進める必

要がある。さらに、成人子と父親との関係

についても、探る必要がある。 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

なし 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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